大玉中央産業団地整備事業（福島県大玉村）
ヒアリング項目

【Ⅰ　基本的な参画可能性】
Ｑ１　本事業について、民間事業者として参画を検討する可能性はありますか。
□ 十分に検討可能
□ 条件次第で検討可能
□ 現時点では判断困難
□ 参画は困難
その理由・条件等

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

Ｑ２　貴社が本事業に参画する場合、どのような役割であれば検討可能でしょうか。
□ 企業誘致・販売支援
□ 開発計画・事業計画策定支援
□ 開発パートナー
□ 土地取得
□ 農地転用等を含む事業主体
□ 造成事業
□ 資金調達・資金負担
□ 企業誘致・分譲
□ 土地の一括取得
□ その他
具体的な内容

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿









【Ⅱ　３つの事業方式について】
村では、現時点で以下の３方式を想定しています。
方式①　村所有型
村が土地を取得・保有し、農振除外、農地転用等の手続を進め、民間事業者に発注・造成後、企業へ分譲する方式。
方式②　官民連携型（村＋民間開発パートナー型）
村が土地を取得・保有することを基本とし、民間事業者が開発パートナーとして、企業誘致、事業計画、販売戦略等に幅広く参画する方式。
方式③　民間主導型
　民間事業者が事業主体となり、土地取得、農振除外・農地転用等、造成、企業誘
致、分譲等を一体的に担う方式。

Ｑ３　上記３方式について、貴社が参画しやすい方式を教えてください。
	方式
	参画可能性
	主な条件・意見

	①村所有型
	□高 □中 □低 □困難
	



	②村＋民間開発パートナー型
	□高 □中 □低 □困難
	



	③民間主導型
	□高 □中 □低 □困難
	





Ｑ４　貴社として最も事業化可能性が高いと考える方式はどれでしょうか。
方式：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
理由：
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿








【Ⅲ　土地取得について】
現在、本事業予定地については、村が地権者との土地売買について条件付きで合意形成を進めています。
一方、民間主導型の場合には、民間事業者が土地取得主体となることも想定しています。

Ｑ５　民間事業者が土地取得主体となる場合、参画を検討できますか。
□ 可能
□ 条件次第で可能
□ 困難
必要となる条件
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

Ｑ６　土地取得に関して、民間事業者として特に重視する事項は何でしょうか。
□ 土地取得価格
□ 取得面積
□ 取得時期
□ 農振除外・農地転用の見込み
□ 企業の進出確度
□ 分譲価格
□ 公共インフラ整備
□ 村による行政支援
□ その他

【Ⅳ　農振除外・農地転用について】
本事業予定地には農用地区域内の農地が含まれるため、農業振興地域整備計画の変更、農地転用等について関係機関との協議・手続が必要となります。

Ｑ７　民間事業者が事業主体となり、農振除外・農地転用等を進める方式について、どのように考えますか。
□ 対応可能
□ 条件次第で対応可能
□ 行政の主体的な支援が必要
□ 困難
特に必要と考える村・県等の支援
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
【Ⅴ　造成について】
Ｑ８　造成について、貴社としてどこまで参画可能でしょうか。
□ 造成計画の策定
□ 造成工事の実施
□ 造成費の負担（資金調達含む）
□ 民間事業としての造成
□ 村発注工事への技術協力
□ その他

Ｑ９　造成費について、民間負担を伴う事業スキームについて検討可能でしょうか。
□ 可能
□ 一部負担なら可能
□ 条件次第
□ 困難
必要な条件
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

【Ⅵ　企業誘致・分譲について】
Ｑ10　本事業の企業誘致について、貴社のネットワーク等を活用した参画は可能でしょうか。
□ 可能
□ 条件次第で可能
□ 困難

Ｑ11　想定している企業・業種について、誘致可能性のある分野があれば教えてください。
□ 半導体関連
□ 電子部品・精密機器
□ 食品・農産物加工
□ 物流
□ その他製造業
□ その他具体的な業種等
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
□ なし

Ｑ12　産業用地の分譲について、どのような関与が可能でしょうか。
□ 村から企業への分譲支援
□ 企業誘致・販売代理的な支援
□ 民間による土地の一括取得
□ 民間による取得後の再分譲
□ その他

【Ⅶ　事業採算性】
Ｑ13　現時点で想定している分譲価格約20,000円／㎡について、事業性の観点からどのように評価しますか。
□ 十分可能性あり
□ 条件次第で可能
□ やや厳しい
□ 事業化は困難
□ 現時点では判断できない
その理由
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

Ｑ14　事業化に当たって、特に重要となる採算上の条件を教えてください。
例：
・土地取得価格
・造成費
・インフラ整備費
・分譲価格
・分譲面積
・企業立地の確度
・公共負担
・補助制度
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿







【Ⅷ　村に求める支援】
Ｑ15　民間事業者が参画する場合、村にどのような支援を求めますか。

	項目
	必要性
	内容

	農振除外等の行政調整

	□高 □中 □低
	


	農地転用に関する調整

	□高 □中 □低
	


	地権者との調整

	□高 □中 □低
	


	道路整備

	□高 □中 □低
	


	排水・調整池整備

	□高 □中 □低
	


	上下水道等整備
	□高 □中 □低

	


	補助制度の活用
	□高 □中 □低

	


	企業誘致支援

	□高 □中 □低

	


	その他
	□高 □中 □低

	




【Ⅸ　事業化に向けた条件】
Ｑ16　貴社が本事業への参画を検討するために、村側で整理・提示する必要がある情報は何でしょうか。
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

Ｑ17　事業化に向けて、最大の課題になると考える事項は何でしょうか。
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

Ｑ18　その他、本事業について自由なご意見・ご提案があればお願いします。
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

最後に、ご回答者様の住所、会社名等、氏名、連絡先のご記入をお願いします。
●ご回答者様の住所、会社名等、氏名、連絡先
住　所　：〒
会社名等：
氏　名　：
連絡先　：

2

